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　市は、毎月発行している広報やながわや市公式サイト、コミュニティバスに掲載する広告
を随時募集しています。多くの人がよく目にする場所で、会社や商品をPRしませんか。

広報紙や市公式サイト、コミュニティバスに掲載する広告を募集

会社や商品を広告で PRしませんか
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市内を走るコミュニティバスの広告
　市役所や福祉センター、病院など市内を巡回してい
るコミュニティバス。車両によって、運行するルート
や広告の掲載場所が異なります。詳しくは、市企画課
へ問い合わせてください。

●申込方法　申込用紙に必要事項を記入し、同課企画
係へ提出。申込用紙は同係で配布。市公式サイトから
も入手可
【問】同係（☎77・8423）

広告募集

種類 規格（縦×横） 月額

車内 21× 30（㎝）
（A4サイズ横向き） 500円 /1台

車外
（左右有り）

60× 42（㎝）
（A2サイズ縦向き） 2000円 /1台

※料金は前払いです。

●広告の種類と料金
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市民の手元に直接届く「広報やながわ」
　毎月、2万 4800 部を発行している「広報やながわ」。
市内の 1軒 1軒に配られる広報紙に広告を掲載しませ
んか。
●掲載場所　お知らせ掲示板の 5段組の最下段など
●広告規格・料金　▷半幅（2万円）＝縦 50 ㎜×幅
88 ㎜▷全幅（4万円）＝縦 50㎜×幅 180 ㎜

アクセス数が上昇中の市公式サイト
　スマートフォンの普及などで需要が高まっている市
の公式サイト。年間約 73 万人がアクセスしています。
※�掲載基準など詳しくは、市公式サイトを確認してく
ださい。

●掲載場所　ホーム画面
●広告規格　▷サイズ＝縦 40 ピクセル×横 148 ピク
セル▷形式＝GIF 形式か JPEG形式▷情報量＝ 5キ
ロバイト以内
●料金　月額5000円、6カ月以上連続して申し込むと、
掲載料を 10%割引
●申込方法　掲載を希望する月の 2カ月前までに申込
用紙に必要事項を記入し、掲載する広告の版下を添え
て、市企画課広報広聴係へ申し込み
【問】同係（☎77・8425）
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消費生活センター
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【事例】
　インターネットで「２トントラックに載せ放題
で５万円」という広告を見て、不用品の回収を依
頼した。しかし、トラックに荷物を積み込んだ後
で10万円以上の請求を受けた。
【アドバイス】
　荷物の量によって、追加費用がかかるときや別
途必要な費用（リサイクル料、交通費、見積もり
費用など）が発生することがあります。不用品の
回収を依頼するときは、事前に複数の業者から見
積もりを取って比較検討しましょう。また、不用

不用品回収は作業前に必ず見積もりを取りましょう

品の収集や運搬には一般廃棄物処理業の許可が、買取
りには古物商の許可が必要です。許可を受けている業
者かどうかも併せて確認しましょう。
　当日は荷物を積み込む前に再度料金を尋ね、納得
してから作業を始めてもらうようにすると安心です。
困ったときには早めに消費生活センターへ相談してく
ださい。

【問】同センター（市役所大和庁舎 1階商工・ブラ
ンド振興課内、午前 9時～午後 4時 30 分、☎ 76・
1004）

　市は、中小企業の安定した経営などを支援するため、
経営に必要な資金を融資する制度を設けています。取
扱金融機関は、市内の福岡銀行や佐賀銀行、西日本
シティ銀行、筑邦銀行、大牟田柳川信用金庫、福岡県
信用組合です。また、融資制度を利用
するときに、保証協会に支払った保証
料の一部を補給する「保証料補給制度」
も実施しています。詳しくは、取扱金
融機関か市商工・ブランド振興課へ問
い合わせてください。

■保証料補給制度
●要件　▷借入金を期限内に完済している▷完済時に
事業所が市内にある▷市税を滞納していない
●給付額　支払った信用保証料の全額（上限 30万円）
※�繰り上げ完済によって、保証協会から保証料の返戻
がある場合は、返戻保証料を差し引いた金額です。
●申請に必要な書類　保証料補給申請書、完納証明書
※�借入金を完済後、完済日から 3カ月以内に申請書を
提出。対象者には申請書を送付します。

【問】同課商工・企業誘致推進係（☎77・8763）

中小企業者向けの融資制度を紹介

融資利率（かっこ内）は、責任共有制度の対象外となる場合の利率
※ 1　緊急経営対策資金（特別枠）は経済危機などの発生時に経済産業大臣が指定する期間内に利用できる制度

資金名 対象 融資限度額 融資利率 融資期間（据置期間）

中小企業振興資金 一般的な事業資金が必要な人 2000 万円 年 1.5％
（1.3％） 10 年（1 年）

小口零細企業資金 小規模企業者で事業資金が必要な人 2000 万円 年 1.3％ 10 年（1 年）

緊急経営対策
資金

一般枠
売上高などが減少している人、セー
フティネット保証制度の認定を受け
た人

1000 万円 年 1.4％
（1.2％） 10 年（1 年）

特別枠
※ 1 危機関連保証制度の認定を受けた人 1000 万円 年 1.2％ 10 年（1 年）

新規創業融資資金 市内で事業を始める人、開業して間
もない人 1000 万円 年 1.3％ 10 年（1 年）

■融資制度

保証料の一部を補給する「保証料補給制度」も実施

融資制度


